
調査結果の概要

 

平成２２年度の供給可能量は５，５０５万本となり、対２１年度比（６，０８４万本）９０．５％とおよそ１割の減少とな

っている。ピーク時（平成６年度、１億７，８００万本）からの減少傾向は止まらずに続いている（図-１）。樹種群別

内訳は、グラウンドカバープランツ（ＧＣＰ）が最も多く全体の４７．０％と半数に近づき、次に低木常緑樹が２３．

４％、３番目にコンテナ樹木が１６．６％の順となる。露地栽培物のシェアー３６．４％に対し、コンテナ栽培物のシ

ェアーは６３．６％となっている。 

主要な樹種群について種類別の内訳をみると、ＧＣＰでは、タマリュウ３６２万鉢（ＧＣＰ全体の１４．０％）、シバ

ザクラ類２９０万鉢（同１１．２％）、コグマザサ１８７万鉢（同７．２％）の構成となる。 

 低木常緑樹ではサツキ５４７万本（低木常緑樹全体の４２．５％）、オオムラサキツツジ１９９万本（同１５．４％）、

ヒラドツツジ１３０万本（同１０．１％）が上位３樹種を構成している。 

 コンテナ樹木は、Cham. pi. ‘フィリフェラ・オーレア’６５万鉢（コンテナ樹木全体の７．１％）、ヒペリカム・カリシ

ナム４９万鉢（同５．３％）、ブルーベリー類３９万鉢（同４．３％）が上位を占めている。ブルーベリー類はコンテナ

樹木上位３樹種に初めて登場している。 

 ２２年度の総数は９．５ポイント減少し、対２１年度比は露地物８２．７％に対しコンテナ物９５．５％となり、露地物

の減少率がコンテナ物をかなり上回っている（図-２）。２２年度露地栽培樹木の対前年度比の内訳は、高中木７

３．９％、低木８６．７％、コンテナ栽培物は樹木８６．６％、ＧＣＰ９９．３％となっていることから、高中木の２６．１ポ

イント、とりわけ常緑広葉樹の半減（４９．５ポイント減少）が顕著に影響している（表１）。 

図－１　樹種群別の供給可能量　（単位：千本・鉢）
　［平成22年度：55,053千本・鉢］

1,869

1,6402,051
1,463

63
3954

12,861
25,850

9,163

高中木針葉樹

　　常緑広葉樹

　　落葉広葉樹

低木常緑樹

　　　落葉樹

玉形作り類

砂防用樹類

特殊樹類

コンテナ樹木

ＧＣＰ

25,737 42,749

24,904 35,871

25,240 36,890

24,223 36,621

20,040 35,013

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000

18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

図－２　露地・コンテナ栽培の推移　（単位：千本・鉢）
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［需要の動向］ 

 
建設工事施工統計調査（国土交通省）によると、平成２０年度の造園工事完成工事高は４，７４８億円、前年度

に比べ１２．８％減、平成１５年度より５年連続して減少している。このうち、造園工事業種が元請で受注している

金額は２，５４７億円（前年度比４．４％減）で、元請比率は５３．６％を占める。元請比率は前年度に比べ４．６ポ

イント上昇となる。完成工事高は平成５年度以降でみると、平成９年度まで１兆円台、平成１３年度まで９千億円

台、平成１７年度まで７千億円台、平成１９年度まで５千億円台と推移し、今回さらに５千億円台を割り込んでい

る。また、平成２０年度の元請受注額を発注者別にみると、公共は１，２９１億円（５０．７％）、民間は１，２５６億円

（４９．３％）となり、昨年度まで３年連続して民間シェアーが公共を上回っていたが、今回は公共のウェイトが高ま

っている（図-3）。 
なお、造園工事業を含む総合工事業８業種全体でみると、平成２０年度の元請比率は７５．５％、公共と民間

の比率は２８．０％：７２．０％となっている。 

 
公共工事の全体的状況を、「公共工事前払金保証統計」（保証事業会社協会）によって検討する。平成２１年

度の件数は２９２，８７８件、前年度に比較し１２．９％の増加、請負金額は１２兆３，７７６億円、前年度に比べ４．

９％増と増勢を示している。請負金額は昨年度ようやく減少に歯止めが掛ったものの、平成１２年度まで２０兆円

台、平成１５年度まで１５兆円台、その後１０兆円台を横這いで推移している。 
民間需要について、１年間に新たに造成された住宅用地の供給量を把握する住宅用地完成面積調査（国土

交通省）によると、平成２０年度の民間（２，３４２ha、６６．６％）と公共（１，１７７ha、３３．４％）をあわせた総数は、

３，５１９ha となっている。最近１０年間の推移をみると、平成１２年度まで５千 ha 台、平成１３～１７年度は３千 ha
台、平成１８・１９年度に２千 ha 台へ下がったが、今回再び３千 ha 台へ回復している。２０年度の同工事１件当た

り完成面積は、1,424 ㎡、平成１４年度以降の拡大基調を維持している。１件当たり面積、総数とも増加している

ことから、潜在的な植栽可能面積は確保しやすいと考えられる。 
また、「建設工事受注動態統計調査（大手５０社）」（国土交通省）をもとに、民間の建築・土木工事の動向を把

握する。平成２１年度の受注高は７兆１，６７６億円、製造業、不動産業等が減少したため前年度比１５．３％減少

し、２年連続して減っている。最近１０年間を振り返ると、平成１４年度実績を下回る水準となる。 
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図－３　発注者別元請完成工事高の推移　（単位：億円）
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